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34_広島県
①学校運営上

の課題

社会に開かれ
た教育課程へ

の対応

県内市町においては、令和６年
４月から全市町でコミュニティ・
スクールが導入された（一部校
導入を含む）。今後は、地域と
学校の連携・協働の更なる充
実を図り、教育課程の課題解
決に繋がる取組を促すための
対策が必要である。

教職員や学校運営協議会委員、地域学校
協働活動推進員、行政担当者を対象とした
各種研修及びフォーラムや、実践経験者派
遣等の個別市町支援を行う。

現状把握やアンケート等で明らかになった課
題を踏まえ、重点支援市町をはじめ各市町
教育委員会の実態・課題に即した伴走支援
を実施する。
各市町教育委員会が主体となり一体的推進
が促進されるよう伴走支援を行う。
・訪問相談支援
・研修等企画運営支援
・重点校支援　等

地域と学校の連携・協働を組織
的・継続的に推進するための体
制整備につなげ、教育課程に関
する取組を、委員や地域と協働
して活動する機会がある学校の
割合が増加する。

教育課程に関する目
標・課題を共有し、解
決策を検討している
学校の割合

95.6 % 96.0 86.8

02　本
年度の
目標値
を下回
り、取

組の工
夫・改
善が求
められ

る

県内市町において、令和７年度に小中義務教育学校のＣＳ
導入率が88.1％となった。各市町の実態に応じて、専門人派
遣等による伴走支援を行うことで、ＣＳ導入促進、ＣＳの理解
促進を図ってきた。
ＣＳ導入直後の学校や取組や活動が停滞している学校もあ
るので、教育課程の課題解決に繋がる取組を促すために、
教職員や学校運営協議会委員の理解促進を図るとともに、
学校運営協議会の充実のための支援を行う必要がある。

34_広島県
①学校運営上

の課題

社会に開かれ
た教育課程へ

の対応

地域学校協働活動推進員（地
域コーディネーター）等の養成
に努めているが、地域人材の
更なる養成を進めていく必要が
ある。理解促進にとどまらず、
学校運営協議会を運営するス
キル習得に向けた演習も必要
である。受講者が自校のコミュ
ニティ・スクールの仕組みを生
かした学校づくりの段階を確認
し、次の段階へと進む見通しを
もてるような研修を実施していく

教職員や学校運営協議会委員、地域学校
協働活動推進員、行政担当者を対象とした
各種研修及びフォーラムや、実践経験者派
遣等の個別市町支援を行う。

講義による一方向のインプット（座学形式）の
理解促進研修にとどまらず、ワークショップ
等の手法を取り入れ、学校運営協議会の
質、地域学校協働活動の質を高めることを
目指す研修を実施する。
各市町教育委員会が主体となり一体的推進
が促進されるよう伴走支援を行う。
・先進地視察
・地域コーディネーター養成研修
・コミュニティ・スクールと地域学校協働活動
の一体的推進フォーラム　等

学校や地域の目標達成・課題解
決につながった活動を行ってい
る学校の割合が増加する。

学校や地域の目標
達成・課題解決につ
ながった活動を行っ
ている学校の割合

90.7 % 93.0 95.2

03　本年
度の目標
値を達成
し、課題
の改善が
見られた

地域学校協働活動推進員（地域コーディネーター）等の養成
に努めているが、地域人材の更なる養成とともに、コーディ
ネーター役としてのスキルアップのための研修の場が必要で
ある。
また、学校運営協議会をより充実させるために、学校運営協
議会委員や地域学校協働活動推進員（地域コーディネー
ター）等が互いの取組について、情報共有・意見交換をしたり
することで、自校での取組を振り返り、目標達成・課題解決へ
の見通しをもてるような研修を実施していく必要がある。

※行が足りない場合は、非表示になっている行を再表示してください。
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